
日本健康会議について

日本健康会議2021の様子
（2021年10月29日開催）

WEBサイト上で全国の取組状況を可視化

宣言１ 地域づくり・まちづくりを通じて、生活していく中で健康でいられる環境整備に取り
組む自治体を1,500市町村以上とする。

宣言２ 47都道府県全てにおいて、保険者協議会を通じて、加入者及び医療者と一緒に予防・
健康づくりの活動に取り組む。

宣言３ 保険者とともに健康経営に取り組む企業等を10万社以上とする。

宣言４ 加入者や企業への予防・健康づくりや健康保険の大切さについて学ぶ場の提供、及び
上手な医療のかかり方を広める活動に取り組む、保険者を2,000保険者以上とする。

宣言５
感染症の不安と共存する社会において、デジタル技術を活用した生涯を通じた新しい
予防・健康づくりに取り組む保険者を2,500保険者以上、医療機関・薬局を20万施設
以上とする。

「健康づくりに取り組む５つの実行宣言2025」

○ 2015年7月に、「日本健康会議」が発足。
・保険者等における先進的な予防・健康づくりの取組を全国に広げるための民間主導の活動体。
・健康寿命の延伸とともに医療費の適正化を図ることを目的。
・メンバーは、経済界・医療関係団体・自治体・保険者団体のリーダーおよび有識者で構成。

【第一期（2015年～2020年）】
(※)三村会頭（日本商工会議所）、横倉名誉会長（日本医師会）、老川会長（読売新聞）が共同代表
○予防・健康づくりの目標を設定（８つの宣言）。
進捗状況をデータポータルサイトで「見える化」し取組を加速化。

○ 2020年度は5年間の活動の成果のまとめとして、令和２年９月30日に開催。
【第二期（2021年～2025年）】
(※)三村会頭（日本商工会議所）、中川会長（日本医師会）、老川会長（読売新聞）、

宮永会長（健保連）、平井会長（全国知事会）が共同代表。
○「経済団体、医療団体、保険者、自治体等の連携」、「厚労省と経産省の連携」、「官民の連携」の
３つの連携により、コミュニティの結びつき、一人ひとりの健康管理、デジタル技術等の活用に力点を
置いた健康づくりを応援することをコンセプトとして、令和３年10月29日に開催。

○「健康づくりに取り組む5つの実行宣言2025」を採択。
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「健康なまち・職場づくり宣言2020」（8つの宣言）
宣
言
１

予防・健康づくりについて、一般住民を対象としたイン
センティブを推進する自治体を800市町村以上とする。

宣
言
２

かかりつけ医等と連携して生活習慣病の重症化予防に取
り組む自治体を1500市町村、広域連合を47団体以上と
する。その際、糖尿病対策推進会議等の活用を図る。
＊2019年度より目標を800から1500市町村に、24から47広域連合に上方修正

宣
言
３

予防・健康づくりに向けて、47都道府県の保険者協議会
すべてが地域と職域が連携した予防に関する活動を実施
する。

宣
言
４

健保組合等保険者と連携して健康経営に取り組む企業を
500社以上とする。

宣
言
５

協会けんぽ等保険者や商工会議所等のサポートを得て健
康宣言等に取り組む企業を３万社以上とする。*2018年度より
目標を1万社から3万社に上方修正

宣
言
６

加入者自身の健康・医療情報を本人に分かりやすく提供
する保険者を原則100％とする。その際、情報通信技術
（ICT）等の活用を図る。

宣
言
７

予防・健康づくりの企画・実施を提供する事業者の質・
量の向上のため、認証・評価の仕組みの構築も視野に、
保険者からの推薦等一定の基準を満たすヘルスケア事業
者を100社以上とする。

宣
言
８

品質確保・安定供給を国に求めつつ、すべての保険者が
後発医薬品の利用勧奨など、使用割合を高める取組を行
う。

2020状況

1,024
（市町村）

1,292
（市町村）

45
（広域連合）

47
（協議会）

1,476
（法人）

51,126
（社）

2,325
（保険者）

124

995
（保険者）

（社）

宣言対比表

宣
言
１

地域づくり・まちづくりを通じて、生活していく中で健康
でいられる環境整備に取り組む自治体を1,500市町村以上
とする。

※旧宣言１,２を踏襲・発展

宣
言
２

47都道府県全てにおいて、保険者協議会を通じて、加入者
及び医療者と一緒に予防・健康づくりの活動に取り組む。

※旧宣言３を踏襲・発展

宣
言
３

保険者とともに健康経営に取り組む企業等を10万社以上と
する。

※旧宣言４,５,７を踏襲・発展

宣
言
４

加入者や企業への予防・健康づくりや健康保険の大切さに
ついて学ぶ場の提供、及び上手な医療のかかり方を広める
活動に取り組む、保険者を2,000保険者以上とする。

※旧宣言１,２,６,８を踏襲・発展

宣
言
５

感染症の不安と共存する社会において、デジタル技術を活
用した生涯を通じた新しい予防・健康づくりに取り組む保
険者を2,500保険者以上、医療機関・薬局を20万施設以上
とする。

※旧宣言６を踏襲・発展

「健康づくりに取り組む５つの実行宣言2025」
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健康づくりに取り組む５つの実行宣言2025
（日本健康会議）
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